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LOI締結を取り交わした山本正德宮古市長と、アンドレイ・アンゴーマナド市長

外国人介護人材定着セミナー2025

宮古市秘書課 山口陽佐子

厚生労働省 海外現地と自治体等の連携による外国人介護人材確保策に係る調査研究事業
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１．インドネシア共和国
・人口は、ASEAN最多の2億8,000万人（世界４位）。平均年齢２９歳。
・経済成長が進むも、若年層の失業率は高く、多くが海外で就労。
・日本への技能実習生は年々増加し、今後も増加し続けることが見込まれる。
・インドネシア政府は、国として技能実習制度を積極的に活用している。
平均賃金 年収約38万円（月約29千円）※2022.2月、インドネシア中央統計庁

※首都ジャカルタは、年収約70万円

２．北スラウェシ州・マナド市
(1) 面積：157.26㎢ 
(2) 人口：46万人
(3) 主要産業：農業、水産業ほか 
(4) 友好都市：アロースター、クアンタン、

コタキナバル（マレーシア）、
コロール（パラオ）、
セブ、ダバオ（フィリピン）、
テグシガルパ（ホンジュラス） 

(5) 特徴：
インドネシアは90％がイスラム教徒だが、
マナド市は90％がキリスト教徒。

１．インドネシア・マナド市

マナド

ジャカルタ バリ



本州最東端、三陸復興国立公園の中心に位置

■2005(H17).6.6…宮古市、田老町、新里村が合併

■2010(H22).1.1…川井村を編入

■面積…1,259km²（全国８番目に広い市）    

東西64㎞、南北50㎞
■高度…～1,917ｍ（早池峰山）
■人口…45,488人（R7.3.1現在）

■産業…水産業、製造業（金型・コネクタ、木材、食品）

観光業

■予算…349億円（R7年度当初予算）

■地域脱炭素…脱炭素先行地域選定(2022.11)

宮古市

国指定名勝「浄土ヶ浜」
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本州最東端 魹ヶ崎

２．宮古市の概要①

盛岡市



■ふるさと納税返礼品から見る産業の特徴
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３．宮古市の概要②

■クルーズ船入港 2023年…８回（うち外国客船7回）

2024年…９回（うち外国客船8回）

2025年…13回（うち外国客船11回）



（１）宮古市の人口の推移（総務省「国勢調査」）
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2016(H28).4 宮古市国際交流協会発足（国際理解、在住外国人の支援）

2020(R2). 4 新型コロナウイルス感染症対策（住民、事業所）

2021(R3).11 雇用対策セミナー※（雇用の情勢、外国人雇用の状況）

４．外国人材確保対策の経過①

事業者
ヒアリング

製造業 サービス 介護
(1社)

合計
(14社)水産 縫製 金型 木材

2017(H29) 47人 17人 10人 3人 ー 3人 80人

2019(R1) 39人 15人 9人 9人 2人 3人 78人

・コロナ禍における事業者支援と、将来を見据えた対応
・事業成長を見据えた、人口減少下での労働力の確保が課題

→近い将来、課題は顕著に →事前に課題と対策を共有

総人口 年少人口
（15歳未満）

生産年齢人口(15~64歳)
※うち20-39歳

老年人口
（65歳以上）

2015(H27) 56,676人 6,060人 31,218人 ※9,437人 19,167人

2020(R2) 50,369人 5,003人 25,994人 ※7,769人 19,042人

（２）宮古市内の外国人材活用の状況

宮古市
の動き
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講師： 監理団体・青葉協同組合（大久保博代表理事）
・2018(H30)登録。技能実習生の受入機関。㈲介護施設あお空代表取締役。
・2021(R3).6 インドネシア・マナド市内に

「ジュリアン ジャパン 日本語学校」を設立。
・外国人技能実習制度を活用し、インドネシアやベトナムの
介護・看護を学んだ人材を中心に受け入れを行い、県内事業所に派遣。

５．外国人材確保対策の経過②

製造業 サービス
その他

介護 合計

水産 縫製 金型 木材

2017(H29) 47人 17人 10人 3人 ー 3人/1社 80人/14社

2019(R1) 39人 15人 9人 9人 2人 3人/1社 78人/14社

2023(R5) 25人 10人 13人 10人/4社 58人/19社

■2021.11 雇用対策セミナー

■2023.11 大久保代表理事と意見交換

・2021(R3).6 マナド市内に「ジュリアン ジャパン 日本語学校」を設立。
・2022(R4).6 インドネシアの送出機関として登録
→マナド市の看護大学と連携し、専門知識のある人材を送り出す。
組合受入実績は約60人。

・2023(R5).12 同校から小規模多機能センター、特別養護老人ホームに各２人を受入。
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（４）外国人の送り出し国への現地視察
行 程 令和５年12月18日（月）～22日（金）3泊5日
訪問先 インドネシア・マナド市政府

特定監理団体：青葉協同組合（代表理事：大久保博）運営の日本語学校
訪問者 ２名 企画課（国際交流担当） 産業振興部産業支援センター（雇用労政担当）
予  算 国際交流推進事業 35万円／人

（１）ヒアリング調査
・外国人を雇用する事業者を訪問し、現状・課題・ニーズ等の聞き取り調査

（企画課、産業支援センター）

（２）セミナー開催
・多文化共生や技能実習制度の理解促進、相談窓口の周知を目的にセミナーを開催

（企画課、宮古市国際交流協会、岩手県国際交流協会等）

６．外国人材確保対策の経過③

（３）外国人材の送出自治体への意向調査
・行政間の連携、関係性の構築が必要と判断。
・大久保代表理事を通じ、
マナド市政府へのアポイント（企画課）

２．国外

１．市内

マナド市視察。看護学部生と

大久保代表理事と意見交換ののち、状況把握と課題整理を実施
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2021.6 技能実習生受入機関「青葉協同組合(大久保博代表理事)」が、
マナド市内に日本語学校「あお空日本語学校」を設立。

2021.11 外国人技能実習制度を周知する「雇用対策セミナー」開催

2022.6 青葉協同組合がインドネシアの送出機関として登録。
宮古市との行政間交流に、マナド市が関心があることを把握。

2023.10 市と大久保代表理事は、外国人雇用に関し意見交換。
大久保氏を介して、マナド市が交流・連携について
継続して関心を示していることを確認。

2023.
12.18-22

市職員２人をマナド市に派遣。
市政府を訪問し、意見交換。

2024.
3.22-23 

マナド市政府関係者２２人が宮古市訪問。①
防災、廃棄物処理、下水浄処理等を視察。
マナド市からLOI締結の提案がある。

2024.
4.26-27

マナド市副市長以下３５人が宮古市訪問。
インフラ、震災遺構を視察。
LOI締結の提案に対し、調整することで確認。 

2024.
8.19-23

山本正德市長、橋本久夫議長など６人がマナド市訪問。
山本市長、アンドレイ・アンゴー市長が両市のLOI締結。

2025.
3.13-17

介護事業者、下水道事業者、市職員の計５人がマナド市訪問。
受入にあたりマナド市の生活、インフラ等を学ぶ。

７．外国人材確保対策の経過④

①岩手日報掲載記事



８．マナド市とのLOI締結
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LOI締結を取り交わした山本正德宮古市長と、アンドレイ・アンゴーマナド市長



９．LOI締結書

©2023Google map
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・人材の雇用に関する意向表明。
・両市の経済発展に向け、連携関係の構築を目指す。
・有効期間は署名から１年間。（延長可）

インドネシア語

英語

岩手日報（2024.9.6記事）



10．あお空日本語学校

©2023Google map
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・あお空日本語学校では、60人弱の生徒が学ぶ。
・授業料は無料、日本で就職後に授業料等を支払う仕組み。
・就職先は、市内介護施設のほか、国内の水産加工業などに。
・他に提携大学（医療）に通う20～30人が日本語を学ぶ。
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11．介護事業所ヒアリング

調査（2024.12月）：市内介護事業所運営法人 32法人→回答27法人

区分 法人数

不足している ２０

不足していない ３

適当である ４

①職員の不足感 ②外国人を雇用している場合(4法人）

区分 回答

雇用することに至った理由 日本人だけでは人手不足、日本人の採
用ができない

雇用して良かった点 仕事に前向き取り組む、休日出勤や残
業を嫌がらない、利用者の評判が良い

雇用して苦労した点 考え方や価値観の違いによるトラブル、
生活のサポート、受入費用の工面

③雇用していない場合

区分 回答(法人数)

雇用していない理由 受入体制が整っていない(14)、コミュニケーションが不安(9)、教育や手続
きの手間(6)、可能な限り日本人を採用したい(6)、受入制度・手続きがわ
からない(5)、受入費用が高額(3)

今後、雇用の予定があるか 雇用予定で準備を進めている(1)、積極的に検討(2)、情報収集中(5)、支援
内容によって検討したい(5)

雇用につながる必要な支援 住居の確保支援(19）、生活相談窓口(18)、渡航費用等初期費用の支援(15)、
管理費用の支援(14)、受入に関するノウハウ等情報提供(14)、日本語学習
の支援(11)、マッチング支援(8)

④雇用を進めるうえで
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◎マナド市（アンゴー市長発言）
・３月、４月の宮古市訪問に際し、行政の対応にとても感謝している。
・多くの若者が日本での経験を還元してくれることが、マナド市の発展につながる。
・日本での就労について、行政が関わりを持ってくれることが安心である。
・宮古市とは雇用だけでなく、行政やインフラに関する学び、観光交流も希望する。

・生活環境（住まい）の確保。公営住宅の活用。
→外国人村を作るのではなく、
地域コミュニティに溶け込み、生活する環境が必要。

・事業者の雇用状況の継続把握と、外国人雇用制度の周知。
・事業者における、受け入れに係る支障の把握と改善。
→受け入れ時の費用負担の大きさ（渡航、管理費等の経費）
→生活相談、サポート体制の有無。

12．今後の展開

■課題と環境整備

来る方の文化や宗教、生活習慣など、受け入れる側も理解していくことが重要

行政、国際交流協会がサポート

外国人材の受入 職種

４法人 看護職２、介護職６、調理員３

受入予定 職種

３法人 介護職６

■外国人材受け入れ状況（2025.1現在）
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